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出所：厚生労働省提供資料



全国婦人相談員連絡協議会会員アンケート調査結果（抜粋）

出所：全国婦人相談員連絡協議会 2021年4月アンケート調査結果より抜粋

婦人相談員の相談業務対象の拡大
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出所：厚生労働省提供資料を基に阿部知子事務所作成

２．勤務状況について
（１）勤務形態について
会計年度任用職員が92％で、正規職員は6％、その他は1％であった。

（２）兼務に関して
「兼務していない」が6割強。兼務の状況は「母子・父子自立支援
員」「家庭児童相談員」との兼務が多く、昨年度と大きな変化は無い。

（３）経験年数
「3年未満」32％、「3～5年未満」21％で、経験年数５年未満の相談
員が半数以上を占めている。

年 月 法 令 等 対 象 者

昭和31年5月 売春防止法成立 性行または環境に照らして売春を行う恐れのある
女子

昭和45年10月 厚生省通知 当面転落する恐れは認められないが、正常な社会
生活を営む上において、障害となる問題を有する
者等

平成14年4月 DV法施行 配偶者からの暴力を受けた者

平成16年8月 厚生労働省通知 人身取引被害者

平成25年7月 内閣府通知 ストーカー被害者


